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１ はまゆり子ども園の取組

（１）概要

平成２３年４月１日、園児定員８０名の認定

こども園（子育て支援センターを兼ねる）とし

て開園された。

本園では「普代型スクールコミュニティ」の

目指す、地域に根ざした豊かな人材育成実現の

ため、目指す１５歳像に向い、０歳からの一貫

した保育を試行している。

（２）小学校との連携

５年前に保護者からの要望で、小学校との円

滑な接続のための職員による児童館訪問が始め

られた。その結果、特別支援・就学支援の必要

な児童の理解が進み、２年後、小学校に特別支

援クラスが２クラス設置されるた。

また、その年から職員の研修の場として、園

・小ともに恵水園相談支援専門員、療育センタ

ー拓陽支援学校特別支援教育コーディネーター

等による教育相談・発達相談を実施している。

職員は、年2回の村教委主催「幼小連携教育

研究会」で相互の実践を交流し合っている。

園児と小学生は、小学校運動会総練習応援散

歩、年長児と１年生との給食交流、２年生との

生活科招待交流を行っている。

引き継ぎ会には、関係職員が揃い園での園児

の対応･発達の実際を引き継いでいる。

（３）保護者との連携

保育参観（子ども園の実態説明）、個別面談、

家庭訪問の他に年長児の保護者に対し、「卒園

前面談」を２学期末に実施している。

保護者にとって、子どもの入学前の準備等の

情報を得る良い機会となり、小学校に進学させ

る心構えができ非常に有効である。

県立大学准教授、井上孝之氏をコーディネー

ターとする村教委主催の「子育てを語る会（ワ

ールドカフェ）」を２回実施し、保護者・地区

民が集ってきた。

（４）地域との連携

ボランティア４名ずつによる月２回の園児に

対する本の読み語りの他、村図書室図書祭りと

連携して、紙芝居・映画会、ジャンケンポン人

形劇などの文化活動にも触れさせていただいて

いる。

また、災害避難時の地域との連携として、近

隣事業所及び個人への災害時の園児の避難誘導

の協力、２次・３次避難場所の提供要請がある。

その他、特別養護老人ホーム「うねとり荘」

慰問、体験学習「さつまいも農園」、など地域

の方と園児が直接交流出来る機会を多く設定し

ている。

（５）これからの連携

小中一貫教育に比べて、まだまだ幼少の取り

組みは深まっていない。今後、保育と小学校の

授業に視点をあてた接続研修が必要と思われ

る。子ども園は、就学前の子どもの遊びが心身

頭脳の発達の土台作りを担うものであると考

え、遊びの環境構成と保育課程の見直しに努め

ていきたい。



２ 普代小学校の取組

（１）主題設定の理由

新学習指導要領で、家庭、地域との連携、他

校種間での連携や交流を深めることが求められ

ている。

同一校種だけでなく、同一学区に存在する異

校種間の理解を深め、連携を図りながら教育活

動を行うことにより、学校教育目標達成に近づ

くことができると考える。

また、普代小学校は平成22年度から本村唯一

の小学校となった。さらに、普代小学校の全卒

業生が普代中学校へ進学する。一村一小中学校

となった普代小・中学校への地域からの期待は

ますます大きくなってきている。

以上のことから、地域に根ざし、児童生徒に

とってよりよい小中一貫教育の在り方を探究し

ていくことによって、確かな学力を身につけ、

ふるさと普代に誇りをもちながら社会で活躍で

きる児童生徒の育成を目指している。

（２）研究の実践

小中合同の研修、研究計画案をたたき台とし、

先進地の視察を行いながら話し合いを中心に進

めていった。そのなかで、研究計画案が随時修

正されて最終的に研究開発型の研究を行うこと

に決定した。

本研究は学力向上とキャリア教育の２つを研

究の柱とした。

学力向上については当初、算数・数学を中心

に小中で乗り入れを試行した。

研究１年目は、小中で時間割の調製を合わせ

ることが出来なかったため、通年で毎時間乗り

入れは出来なかった。そのため、週に何度か、

空いた時間に互いに授業参観するという形で出

来る限り乗り入れを行った。その後、小学校の

学習発表会前に中学校の音楽の教員に指導して

もらう等、他教科でも可能な限り乗り入れを試

行した。

また、学習活動だけでなく、行事面でも中学

校の体育祭に小学生の参加する種目を取り入れ

児童生徒間の交流の場を設定した。

1年目の試行を受け、研究２年目は具体的な

実践を行った。実践にあたっては普代小中一貫

教育推進委員会が中心となって活動した。

（３）学力向上・キャリア教育の指導

学力向上対策として義務教育９年間を見通せ

る学習指導系統表を作成し、授業の中では学び

合いを追求していくこととした。さらに、小６、

中１の算数・数学で通年の乗り入れ授業を行っ

た。他教科においてもできるかぎり乗り入れの

授業を計画した。それに伴い、乗り入れがスム

ーズに行えるよう小学校の１、３、５校時目の

開始時刻を中学校の開始時刻にそろえた。

9年間の学習指導系統表を作成するにあたっ

ては先進地の姫路市の学習カリキュラムを参考

とし、さらに普代独自の学習指導系統表とする

ため子どもの躓き等を加えたものとした。

中学校の教員に指導してもらうことで、児童

にとっては直接中学校の教員を知る機会にな

り、教員の側にとっても小学校高学年の実態が

つかめる良い機会となっている。

キャリア教育についても義務教育９年間を見

越したキャリア教育指導系統表を作成した。こ

れをもとにキャリアの視点を位置づけた授業を

行うこと、地域の人材を活用した授業に取り組

むこととした。これについては宮古市立津軽石

小学校の実践を参考にしている。

３ 普代中学校の取組

（１）小学校との連携

平成２２年度４月、岩手県教育委員会より隣

接型小中一貫教育推進モデル指定(三年間)をう

け、小中にそれぞれ１名づつの加配教員が配置

された。この加配は、小中を通した9年間のカ

リキュラム作りや学習面での小中の段差解消の

ために、小学校高学年の一部担任制や、小・中

学校教員の相互乗り入れ授業等の活用により新

学習指導要領で求める「学びの円滑な接続」を

図る取り組みを促進し学力向上に寄与すること

を目的とした加配である。

平成22年度から本研究はスタートした。本来

であれば、「加配教員活用に関する研究」計画

に基づいて教科を指定し加配措置を申請するべ

きところであったが、明確な方針を提示できず、

数学科教員ではなく音楽科の教員が配置され



た。そのため、初年度は数学科教員１名による

十数時間の小学校乗り入れを試行するに止まっ

た。

平成23年度は数学科教員１名の他、数学科講

師１名が加配され、小・中学校の算数・数学全

時間相互乗り入れが可能となり研究を本格的に

スタートすることができた。相互乗り入れを進

めていく課程で、小学６年生と中学1年生の学

びの円滑な接続をより強固なものにするには、

講師による単年度指導ではなく、複数年継続し

て指導できる教員の配置が望ましいという結論

に至った。小学6年生で算数を担当した教員が

次年度、中学1年生の数学を担当することで、

児童・生徒に連続して関わることができ、学び

の円滑な接続にとって有効であると考えたから

である。この考えのもと、普代システムを構想、

立ち上げ、人事異動の際、県教委に対し具申し、

理解を得た。

このことにより、平成24年度、研究指定の最

終年度ではあったが、本研究の大枠が整った。

当初から、研究の方針を明確に示し、加配措置

を希望するべきだったと反省している。

（２）普代システムについて

これまで、小学校、中学校間における学びの

円滑な接続を阻んできた要因について以下の３

点が考えられる。

①小中の授業の質(きめ細かさと効率性)・スピ

ードの違いに関する壁

②学習内容の抽象度の高まり(具体物や体験重

視の内容から法則性や一般化を求める内容へ)

に関する壁

③中学校の教科担任制への戸惑い

この問題の解消を図るための加配教員の活動

モデル案が普代システムである。普代システム

で期待される効果としては、小学校の一部教科

担任制・専科制においては小学校の担任外、中

学校への乗り入れ教員、中学校からの乗り入れ

教員が担当することで問題点の③を解消を図る

こと、また、小学校高学年の算数に中学校数学

科教員が乗り入れることで問題点①②の解消を

図ることである。併せて「数学的な見方・考え

方」について早くから専門的な指導が可能にな

ることによる効果も期待できると考える。さら

に、中学校数学科教員２名配置により、全学年

でＴＴ等の指導が可能となり、中学校において

も同様の効果が期待できる。

また、小学校に中学校数学科教員が乗り入れ

ることにより、小６算数における子どもの個々

の躓きを事前に把握しておくことができ、中１

数学ではまり込むであろう学びの落とし穴を未

然にふせぐ効果が期待できる。

小中学校兼務発令により中１の副担任に前年

度小６担任をあてることで教育相談の窓口と

し、生徒指導上の中１ギャップの予防措置とす

る。加えて、小５の担任を小学校からの乗り入

れ教員とすることで小学校高学年から中１まで

の３カ年間、中学校数学科教員が小学校に乗り

入れることで小６から中３までの４カ年間、継

続指導にあたることがでる。

その結果、小中それぞれ２名の教員が小中の

接続の時期に継続して指導にあたることで算数

・数学の学びの円滑な接続が整うと考えた。

（３）これまでの研究の成果

小中一貫教育導入前は、学びの円滑な接続が

うまくいかず、学習面での中１ギャップがあっ

たものと考える。これに対し、平成22年に小６

で一部小中相互乗り入れを始めた学年と、平成

23年に小６で本格的に小中相互乗り入れを実施

した学年では小5から中１にかけて大幅に学力

が伸びている。

このことから、小中相互乗り入れ授業は算数

・数学の学習における中１ギャップを軽減し、

小学校から中学校への学びの円滑な接続に有効

であることの一因に考えられる。専科、ＴＴの

本格実施が開始された平成23年、24年の中２、

中３の結果においても同様の普代システムの有

効性が認められる。

また、集団準拠型標準学力調査結果において

も普代システムの有効性を裏付ける結果となっ

ている。

（４）今後の課題

中学校から小学校への乗り入れは、近い将来

入学してくる中学生への中学校教師による先行

投資である。そういった考えで継続していきた



い。

小学校から中学校への乗り入れについては、

加配の措置が無い場合、継続は非常に難しい。

今後、人事配置に係る他の制度活用の研究を

重ねていきたい。

４ 県立一関第一高等学校・附属中学校の取組

（１） 一関第一高等学校の概要

明治31年創立で114年の歴史がある。全日制

は各学年６クラスで713名在籍、女子が100名ほ

ど男子より多い。定時制もある。中学校は240

名在籍し、教職員も入れると全校で1000人を越

える。狭いグランドで中高複数の部活動が行わ

れている。

教育目標は「中高教育を通じて、豊かな人間

性と高い学力を身につけさせ、21世紀の社会を

導くリーダーとなる人材を育成する」である。

校訓にある「高志」のように、高い志をもちな

さいということは常々生徒たちに話している。

時程は、50分７時間授業を実施し標準時数を

超える授業時間を確保している。全日制は括り

募集で、１年次に普通科、理数科をじっくり検

討し、２年次に普通科文系・理系、理数科に進

級する。

定時制は26名の生徒であるが、そのほとんど

がアルバイトを含めて就労しており、学校では

落ち着いて学業に励んでいる。欠席も極めて少

ない。市内商店街の街路樹の世話や、舞川地区

の人々と世代間交流をしながら、基礎学力と社

会性を培い、卒業時にはほとんどが進路を決め

て巣立っていく。

体育祭は６つのチームに分かれ、中高合同で

開催している。高校生にとっても中学生を世話

することは社会性を学ぶよい機会になってい

る。応援団はバンカラで、女子の幹部が誕生し

たり今年の１年生も入ったりと伝統は、続いて

いる。国際交流は、以前タイや中国と行ってい

たが、今年度からオーストラリアのセントラル

ハイランズ市エメラルド州立高校と交流してい

る。部活動も盛んで、運動部、文化部ともに全

国大会で活躍している。

（２）一関第一高等学校附属中学校の概要

中学校は１学年２クラスで240名在籍し、教

職員には高校籍の数学と英語の２名も入ってい

る。一関地区から通学している生徒は約60％で、

列車通学の生徒も多い。そのため、列車通学中

学生のために各駅に高校生のリーダーを配置

し、何かあったらその生徒を頼るように指示し

ている。

教育理念は、高等学校入学者選抜試験のない

６年間の中高一貫教育の中で、子どもたちがよ

り深く学び、将来の進路目標を達成できるよう、

特色ある教育活動を展開して次世代のリーダー

の育成を図ることを目標としている。「より深

く学び」というところに意味があり、一部の教

科で高校の教員が中学校で教えている。学習内

容の先取りはできないが、発展的内容も学んで

いる。教育目標は「豊かな人間性」「高い知性」

「社会の進歩発展に貢献できる人材」の育成で

ある。

６年間の教育を２年ずつ養成期、充実期、発

展期の三段階に分けて養成している。中学校は

７校時目は25分ずつにわけて、学級活動などに

も適宜活用している。養成期には基礎学力と学

習方法の習得、充実期にはコミュニケーション

能力とプレゼンテーション能力の習得、発展期

には個に応じた進路学習の充実、発展的学習の

充実を行っている。中高一貫校だけで行われる

全国模試では、１年生は偏差値で真ん中より少

し上の位置にいる。３年生では偏差値60を目標

として指導している。

今年は、第一回生が高校に入学した。高校で

は附属中学校卒業の生徒と入試で入った生徒を

一緒にして混合クラスにしているが、お互いに

刺激を与え合い切磋琢磨している。保護者の中

には、附属中学校の生徒だけのクラスを作って

欲しいという意見もあるが、このままでいこう

と考えている。

（３）本校の中高一貫教育の特色

高校の時程に合わせて、50分７時間授業を実

施し標準時数を超える授業時間を確保してい

る。給食は牛乳のみで、弁当を持ってきている。

特色ある教科として、チャレンジ数学、コミ

ュニケーション国語、コミュニケーション英語



を取り入れより深い内容を指導している。どん

どん生徒たちは吸収していく。オーストラリア

から交流校の生徒が来た際には、高校生より積

極的に話していた。

「高志プログラム」では、１年生で宿泊体験

学習や職場見学学習、２年生で医療セミナーや

職場体験学習、受験がないため３年生は12月に

沖縄に学習旅行に行っている。

中高合同の行事や生徒会活動として、体育祭、

合唱コンクール、文化祭などがあり、また、受

験がないため３年生は後期から部活動に仮入部

して活動できる。中学生・高校生が一緒になっ

て諸活動に取り組み、豊かな人間性を育んでい

る。高校生にとっても、「憧れのお兄ちゃん」

としてプライドを持つ高校生になっている。

中高一貫教育の中学校のメリットは、切磋琢

磨による学習意欲の向上、ゆとりのある授業、

高校の専門的な施設設備の使用、学校行事や部

活動、委員会活動の連動、教員配置などがある。

教員配置では高校の先生が２名入っている。

（４）中高一貫教育の課題

課題として見えてきたものとして、次の点が

ある。

①進路意識の早期醸成と学力の向上（全国模試、

ＧＴＥＣなどの導入）

高校に進学したら、社会に出たらと、早め早

めと進路意識の醸成に取り組んでいるが、あま

り中学生には響いていない。もっと手をかけて

いかなければならない。

②逞しさの養成

中には、高校では部活動を頑張らず勉強だけ

したいという中学生がいるようである。失敗し

たくない、勉強さえ出来ればいいでしょうとい

う生徒が多いように感じる。挫折や失敗も大切

で、そういった経験を繰り返しながらの体感的

教育が必要と感じている。ボランティア活動な

どをさせたい。

③中学校のＰＴＡ活動の充実

広範囲な通学圏によるＰＴＡ活動の制限があ

る。何かしたいという思いに応えたいが、なか

なか難しい。高校ＰＴＡとの連携も大事である。

④部活動の施設設備の充実が必要

同じ部活動でも高校生と中学生では体力差が

あり一緒に活動できない。活動場所が２カ所必

要になるが、狭い。

⑤地域との連携と貢献

どんどんやっていかなければならない。

⑥一貫校としての人事定数と配置

高等学校と中学校の教職員の人事定数が決ま

っている。高校の先生は中学校の先生の免許も

持っているが、丁寧な指導は難しい。教員定数

を増やす、県立中学校はすべて県立の先生が入

って教えるなど、教員配置の仕方に工夫が求め

られる。

５ 岩手県立一関清明支援学校の取組

（１）学校概要と地域との関係

一関清明支援学校は、さまざまな障がい（聴

覚障がい、病弱および肢体不自由、知的障がい）

がある人が学ぶ学校、２つの校舎と３つの分教

室をもつ学校、幅広い年齢層（3歳から60歳超）

の人が学んでいる学校である。

平成19年度までは一関地区に一関聾学校と一

関養護学校の２つの学校があったが、在籍は一

関地区から県内の特別支援学校に通う児童生徒

のうち31％で、２つの学校では地域の特別支援

教育のニーズに応えられなかった。

平成19年度以降は、一関養護学校に千厩分教

室（小学部）を設置し、さらに、21年度には中

等部が設置された。平成20年には一関聾学校と

一関養護学校の２つの学校を統合し、一関清明

支援学校になった。従来の聴覚障がい、病弱の

ほか、肢体不自由、知的障がいにも対応する総

合的な支援学校に転換された。平成24年度の在

籍は、一関地区から県内の特別支援学校に通う

児童生徒182人のうちでは56％にあたり、今後、

高等部知的障がい部門の学年進行により70～80

％になることが見込まれる。

（２）地域と共に歩む学校をめざして

①地域の仲間との絆づくり

卒業後、多くの児童生徒が地域に帰り、地域

の方々に支えられ、地域の中で働いていく。そ

のため、共に学び育つ教育をつうじて地域の仲

間と絆をつなぐための学校の役割は重要であ



る。

具体的な取り組みとしては、地域の小中高校

との学校間交流の継続的実施、交流籍を活用し

た同じ地域の子どもたちと同じ学校で交流共同

学習等である。加えて、千厩分教室では、特別

支援学級との交流共同学習、日常的な交流の他

に運動会、卒業式などの学校行事も合同実施し

ている。

②地域生活への移行

卒業後、地域で働く生活を送ることを視野に

地域の企業訪問や企業見学、ジョブカフェ一関

によるキャリアブリッジ出前講座でマナー講座

や面接指導を行い、地域の企業や事業所等での

現場実習などの移行支援を行っている。

③地域の特別支援教育のセンターとしての働き

特別支援教育センターとして、地域の学校等

への訪問支援、来校相談への対応、ハートフル

研修会を実施している。また、教諭兼指導主事

として、教育事務所事業に参加し、特別支援教

育エリアコーディネータの働きもしている。

④「ありがとう」があふれる学校づくり

これまで障がい者福祉の基本理念は、障害者

の社会参加と自立の促進であり、働く力など、

より良く社会に適応して行く力の育成がめざす

方向性であった。これからは、障がい者の権利

条約、改正障がい者基本法、改正教育基本法・

学校教育法、共に学び共に生きる岩手県づくり

条例の基本理念にそった教育を行うことが必要

になる。学校としても、共同社会の実現に向け

て、社会とのかかわり・働くことに喜びや自信

をもてる人を育成することをめざす必要があ

る。

このことを受けて、平成24年度の学校経営の

重点を「ありがとう」があるれる学校とし、周

囲からの支援を受ける側にとどまらず、他者や

社会への支援・貢献に取り組むことをつうじ

て、共生社会の実現を担う人材を育てていくこ

とにした。児童生徒には、素直な気持ちであり

がとうと言えるようになろう、まわりの人にあ

りがとうを言ってもらうことを増やそうという

ことをお願いした。また、保護者・教職員にも

進路だよりによってありがとうがあふれる学校

づくりをお願いした。

具体的な行動として、児童生徒は自分たちか

らグランドを整備したり、作業学習製品の販売

で得たお金を被災地や国体・障害者スポーツ大

会資金に寄付したり、作業学習の製品のクリス

マスツリーを被災地の中学校に寄付したりして

いる。また、保護者も文化祭バザーの収益を国

体・障害者スポーツ大会資金に寄付するといっ

た取り組みが生み出された。

教職員も全校研究テーマにキャリア教育を取

り入れ、ありがとうがあふれる学校づくりのた

めの授業改善研究に着手している。

（３）おわりに

「地域と共に歩む学校」の実現のために、地

域と学校、家庭が力を合わせていく必要がある。

どの人も、有益な存在であることを認め合う地

域や社会、どの人も、地域の構成員として働く

場・活躍できる場と機会を得ることができる地

域や社会をめざしていかなければならない。そ

のために、支援学校は児童生徒の存在、良さを

理解してもらうよう努力していきたい。


